
京 都 府

平成２４年度

当 初 予 算 案 の 概 要
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予算編成の基本方針

厳しい状況を踏まえ、京都府としてぎりぎりまで
積極的に打って出る予算を編成

予算編成 ３つのポイント
①４つの「元気な京都づくり」

◆新京都成長戦略で 「発展する京都づくり」
◆府民の生命をしっかり守る 「あんしん京都づくり」
◆生きがい実感 「しあわせ京都づくり」
◆次代につなぐ 「明るい京都づくり」

②間接経費の徹底したスリム化など行財政改革の断行
③過去最大規模の積極予算

『京都“元気に”予算』



総合防災対策
犯罪のない安心まちづくり対策
医療の安心・安全確保対策

「育成」型中小企業振興対策
１万６千人雇用創出対策
地域経済の元気 創出対策
京力農業・農村総合対策
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生きがい実感・暮らし応援対策
子育て支援対策
自殺防止総合対策

４つの元気な京都づくりと主要施策

京都エコ･エネルギー（Ｅ・Ｅ）戦略
日本の文化首都づくり戦略
京都・新スポーツビジョン
未来を担う青少年への投資



新京都成長戦略で

「発展する京都づくり」



「育成」型中小企業振興事業

（京力中小企業１００億円事業）

①中小企業１万社応援事業
②成長の芽事業
③成長の強み事業
④クール京都事業
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「育成」型中小企業振興対策

３０億円
（京力100億円事業 累計８３億円）

京都版エコノミックガーデニング

○中小企業の「育成」に主眼を置き施策を重点化



◆応援隊が１万社（のべ３万社）訪問
◆その指導支援のもと経営改善に取り組む中小企業

に対して助成金を交付

6

①中小企業１万社応援事業

拡

◆小規模企業の立地･育成に立地補助金を創設
（種まき型立地促進事業）

◆若手職人さんのインキュベーション施設（「京都職人
工房」）の開設

②成長の芽事業
新

新

１１０百万円

６４百万円
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◆イノベーションにつながる設備投資を支援
＊１０億円投入

◆産産連携・産学公連携によるイノベーションを支援
＊７億円投入

◆医療・福祉等成長分野の認定企業に対し重点投資
＊０．８億円投入 ＊条例認定事業のビジネスモデル支援

③成長の強み事業

拡

◆上海ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰによるｱｼﾞｱ進出支援
中国百貨店での京都ｼｮｯﾌﾟ（仮称）新設

◆国内・海外の市場開拓支援
◆京もの工芸品「京都オークション」の開催
◆「古都コレクション」の開催

新

新

④クール京都事業

拡

１,８９３百万円

１７３百万円
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◆介護・福祉人材の確保
◆戦略的な企業立地による雇用の促進

◆京都未来を担う人づくり
・中小企業、伝統産業、農林水産業、公共人材の確保・育成

成長戦略雇用事業

１万６千人雇用創出対策

目標 ３年間で6,000人（うち北部で900人）

拡

◆循環促進型雇用の創出
・高齢者と若年者の雇用促進による直接循環型雇用の創出

◆京都式ソーシャル・ビジネスの創造
・ｿｰｼｬﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽを新たな雇用の場として支援し、雇用を拡大

循環型戦略雇用事業
新

新

３，６７１百万円

８５８百万円(一部再掲)
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◆総合窓口の設置
◆ハローワーク機能強化

◆現役大学生コーナーの新設 ほか

京都ｼﾞｮﾌﾞﾊﾟｰｸ機能強化事業 新

◆京都自立就労サポートセンター（仮称）の新設
◆協力企業での試用雇用による技能習得と就職支

援
◆農園等での就労体験による生活改善や社会訓練

京都式生活・就労一体型支援事業 拡

◆ニーズに応じた製品・サービスを連携して提供する
「共同受注システム」を構築

新ゆめこうば推進事業 新

２９０百万円

３５１百万円

１２０百万円



介護保険返戻地域活性化事業
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◆一商一特事業のさらなる展開と特定商店街に対す

る重点支援 ＊３年間の集中支援で商店街の魅力アップ

一商一特パワーアップ事業
新

へんれい

◆ソーシャル･ビジネスセンターの設置（本庁内）
◆ソーシャル・ビジネス総合推進事業の実施

・伴走支援チームが、ファンドや交付金を活用しつつ、
分野横断的に事業化を一貫サポート

京都式ソーシャル・ビジネス創造事業 新

新

後述

地域経済の元気 創出対策

１００百万円

１２８百万円
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京力農業・農村総合対策

①京力農場づくり事業

②中核新規就農者倍増事業

③農産物ブランド力強化事業

④明日の「京都村」づくり事業

⑤「命の里」新展開事業

○ “元気な農業・農村づくり”に重点投資

総額 ２１億円規模



◆集落を越えた農地集積で規模拡大を促進

◆食品関連企業の参入で、生産量アップ
◆担い手の農地集積を加速する集積促進交付金創設

担い手養成実践農場による地域定着支援や経営等
支援交付金で担い手倍増

・担い手養成実践農場に定着を目的とした経営開始コースを創設
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元気の素「機能性京野菜」加工食品の開発
・健康への機能性を証明し、首都圏等に売り込み

◆「宇治茶伝道師」を国内外に派遣
・宇治茶のスペシャリストによる市場開拓・販売促進

③農産物ブランド力強化事業 新

②中核新規就農者倍増事業 新

①京力農場づくり事業 新

２３０百万円

４３１百万円

１９０百万円
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◆再生支援：里の仕事人等による支援を
最大２年間延長

◆見守り支援 ：送迎や雪下ろしなど高齢者の生活を支

えるボランティア等をコーディネート

※自立可能な集落は、「京都村」づくり事業でビジネス化支援

⑤「命の里」新展開事業 拡

◆中山間地域の集落を民宿村、グルメ村など特色あ
る村（京都村）として再生
・支援員が集落に出向き、村おこしを直接支援

④明日の「京都村」づくり事業 新

２０百万円

２７２百万円



府民の生命をしっかり守る

「あんしん京都づくり」
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総合防災対策

◆学校、医療施設、社会福祉施設、警察署等の緊急
耐震化促進

◆道路、河川、上下水道の耐震化工事の拡大
◆木造住宅の耐震改修への助成・融資の拡充
◆文化財保全のためのデータベース構築

①地震防災対策事業 拡

総額約２５０億円

○地震、台風から原子力災害に至るまで、
危機管理・防災体制を抜本的に強化

１３，５６１百万円



16

◆道路、河川、砂防施設、ため池、治山施設等の整備

◆豪雨等の氾濫ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ等

③集中豪雨対策事業 拡

◆救助部隊・物資の「集結」「集配」拠点の整備
・山城総合運動公園、丹波自然運動公園、京都舞鶴港

④広域防災活動体制整備事業 新

◆放射線モニタリングや食品検査体制の強化

◆防災活動資機材の増強や原子力防災訓練の実施

②放射能安全対策事業 拡

５０２百万円

９，８７１百万円

９３７百万円



目標 刑法犯認知件数 （H22）4万2千件台 → （H26）3万件台半ば

◆ 「非行防止対策チーム」の設置
＊警察署単位に設置。ｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾀｰや少年補導委員等で構成

◆地域協働防犯ｽﾃｰｼｮﾝの大幅増
＊H23 １７０箇所 → H24 ２６０箇所

◆「立ち直り支援チーム」による青少年の
再チャレンジ支援

＊家庭支援総合ｾﾝﾀｰに設置
＊民間団体での体験活動への参加など

17

犯罪のない安心まちづくり対策

“犯罪の芽”摘み と 少年の再チャレンジ支援事業
新

８０百万円
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◆福知山市民病院の救命救急棟整備
◆府南部ドクヘリの導入等

医療の安心・安全確保対策

救急医療体制重点整備事業 拡

◆がん緩和ケア病棟の整備 ＊府立医科大学附属病院

安心緩和医療推進事業 新

◆舞鶴市域の病院再編整備

中丹地域医療特別整備事業
新

◆丹後地域の医療高度化重点整備 ＊病診連携ｼｽﾃﾑの整備 等

丹後地域医療特別整備事業 拡

２９４百万円

７４百万円

３４８百万円

３４０百万円



生きがい実感

「しあわせ京都づくり」
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生きがい実感・暮らし応援対策

介護・福祉人材の確保
回復期リハ病床の増設
在宅医療の核となる医師の対応力向上

◆「もの忘れ封じカフェ」の開設 ＊医師が認知症相談対応

◆府権利擁護支援センター（仮称）の設置
◆地域包括ケア総合交付金 ３億円

目標 ３年間で6,000人（うち北部で900人）

京都式地域包括ケア推進事業 拡

◆90歳まで介護保険サービスを利用されなかった高齢
者に地元商店街で使えるプレミアム商品券を交付

＊原則３万３千円分

介護保険返戻 地域活性化事業 新

へんれい

４，４３２百万円

３３０百万円



◆通院の対象年齢を小学校卒業まで拡大
◆これにより入院・通院とも小学校卒業まで

助成対象に →全国トップクラス
・現状は就学前まで
・自己負担の上限：３千円/月（現行の３～６歳と同じ）
・実施時期：平成24年度９月診療分から

子育て支援医療助成拡充事業

21

拡

市町村と連携・協調

子育て支援対策

１，４９７百万円
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◆“いのち支え隊“の結成
・いのちの電話、保健団体、NPO、ﾏｽｺﾐ等関係団体が結集

して編成。相談事業や府民運動を展開

◆ゲートキーパーを３年間で１万人養成
・職場など身近な場所で「気づき」、「傾聴」を実践する人材

（ゲートキーパー）の育成

◆居場所カフェの設置

自殺防止総合対策事業（ﾊｰﾄ＆ﾗｲﾌ事業）
新

自殺防止総合対策

１２０百万円



次代につなぐ

「明るい京都づくり」
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京都エコ･エネルギー（Ｅ・Ｅ）戦略
総額２６億円規模

◆学研都市メガソーラー発電構想の推進
◆けいはんなでスマートグリッドによるまちづくり
◆海藻を活用したエネルギーづくり

①グリーンイノベーション事業（創エネ） 新

◆CO2排出量取引制度で省エネを支援
◆小規模なｴﾈﾙｷﾞｰﾋﾞｼﾞﾈｽを支援(ｸﾞﾘｰﾝｶﾝﾊﾟﾆｰ育成）

②次世代省エネ加速化事業（省エネ） 新

◆LNG発電所等の立地可能性を調査

③電力エネルギー供給力増強事業 新

○ E（Ecology）・E（Energy）戦略で２０２０年に４０億kwhを創出

２，２１２百万円

４０７百万円

５百万円



◆学校のｸﾗﾌﾞ活動や地域の文化活動に対する
支援と“ほんまもん人材”（一流芸術家･文化
人）の派遣を行う育成ｼｽﾃﾑの構築

◆「文化の甲子園」で京都を高校生文化活動のﾒｯｶに
◆広域振興局ごとのミニ国文祭事業の実施

25

日本の文化首都づくり戦略

「こころの文化」次世代事業 新

◆京料理や京文化を国内外にアピール

「日本料理文化博覧会（仮称）」事業
～世界遺産条約採択４０周年記念会議～ 新

１９６百万円

１１百万円
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京都・新スポーツビジョン

◆京都のスポーツ総合強化拠点の構想を策定

京都トレセン構想等推進事業 新

◆国際大会等に対応できる府立体育館の整備

◆候補地の審査、基本構想の検討

◆日本代表選手等を招聘し、次代のアスリートを育成

日本代表･トップアスリート交流事業 新

スタジアム調査事業 新

感動アリーナ整備事業 新

４百万円

１，５４３百万円

１７百万円

６百万円



◆生徒の多様な学習ニーズに柔軟に対応する
新しいタイプの高校を創設 ＊H24基本・実施設計

27

未来を担う青少年への投資

◆短期･長期の海外留学制度創設
・ｴﾃﾞｨﾝﾊﾞﾗ語学研修、英語圏への短期・長期留学の実施

◆京都グローバルコミュニケーション校事業
・ｽﾋﾟｰﾁｺﾝﾃｽﾄ参加、外国人留学生との交流などを実施

＊４校を指定

高校生「グローバルチャレンジ500」事業
新

英検取得全国トップクラスを目指す

京都フレックス学園構想推進事業 新

５年で５００人

２４３百万円

１２０百万円



京都“元気に”予算を支える財源の確保

「行財政改革の断行」

府税収入が初めて５年連続で減少する厳しい状況

平成19年度に比べ１，０００億円の減収

府税収入 ２４年度 ２，３５０億円 １９年度 ３，３６０億円

（地方譲与税は４年間で３３０億円の増）
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行財政改革の取組

職員数の削減（△８０人）、給与構造の改革、諸手当の見直し 等

人 件 費 の 削 減 △２２億円程度

府民ニーズに即した事業の見直し △９４億円程度

府有資産の利活用 ２億円程度

事業仕分け・評価に基づくｽｸﾗｯﾌﾟｱﾝﾄﾞﾋﾞﾙﾄﾞの徹底（休廃止・削減288件）

自販機設置使用料の見直し、広告料収入、未利用地の売却 等

府民満足に直結しない業務の見直し △７億円程度

業務プロセス見直し等による内部管理経費の抑制 等

※歳出に占める人件費の割合（退職手当除く）
５３年度５０．０％ →１４年度３７．０％ → ２４年度 ２９．０％（過去最低を更新）
１０年間で１５％（４４０億円）の削減

総額１２５億円の改革



４つの「元気な京都づくり」に向けた
積極予算

【一般会計】

◎予算総額 ８９４，５４９百万円台 対前年度比１００．８％
（23当初 ８８７，８４１百万円）

【参考】 地方財政計画 ９９．２％

うち地方一般歳出 ９９．４％
国予算 ９７．８％

うち一般歳出 ９５．８％

○投資的経費 ９６，９２５百万円台 対前年度比１０５．３％
（23当初 ９２，０００百万円）

うち単独 ５１，３７０百万円台 対前年度比１１０．９％
（23当初 ４６，３２０百万円）

【参考】 地方財政計画投資 ９６．４％

うち単独 ９６．４％
国公共予算 ９６．８％
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将来を見通した財政運営

府債残高の適正管理

臨時財政対策債（地方交付税の代替）が、府の財政運営に大きな影響

臨時財政対策債 24年度発行予定額 ８３７億円

現下の経済情勢を踏まえ、防災対策の前倒しなど積極的に公共事業を
実施

これまでの取組により、平成25年度に府債残高が減少に転じる目標は
堅持するとともに、将来への過度な負担の先送りは回避

府民１人当たり府債残高は横ばい（臨財債、災害関連起債を除く）

23年度当初 ４７０千円 → 24年度当初 ４８０千円

公債費プログラムの上限を３５億円超過



さらにひろがる
地域連携の輪



公が実施する公共事業から、地域が主導す
る公共事業へ
・自治会等地域の団体から提案
・市町村のまちづくり計画との調整
・提案をコンテスト形式で採択

＊複数年（３年）事業も対応

33

地域主導型で元気なまちづくり

地域主導型公共事業 新

３億円

地域との新たな連携の形
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◆京都市と協調したMICE誘致
◆自然･文化を活かした「鴨川文化回廊」観光コース

◆京都特産物Duty Free構想実現に向けた調査
◆中国ドラマのロケや国際クルーズの誘致 ほか

府市連携

◆国際フェリー航路の開拓 ＊中国・韓国

◆アジアクルーズの誘致（環日本海国際観光）

◆国際海上コンテナ航路の拡充 ＊ロシア・中国・韓国

◆航路受入環境の整備 ＊国際ターミナル、埠頭等

京都舞鶴港日本海側拠点機能推進事業
新

舞鶴市・他港
と連携

連携による元気な京都づくり

京都市地域活性化総合特区推進事業 新

１５９百万円

８１百万円



連携による元気な関西づくり

◆全国初の「エネルギー地産地消型次世代都市モデル」をけ
いはんな学研都市に構築

◆メガソーラー発電推進事業

けいはんなエネルギー未来都市創造事業
新

平成27年での実用化を目指す

国と連携

◆次世代ｴﾈﾙｷﾞｰ社会ｼｽﾃﾑなど、世界的成長分野のｵｰﾌﾟﾝｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ拠点づくり

学研特区拠点整備調査事業 新

産学公連携

◆府、沿線市町、ＪＲ西日本で共同調査を実施

ＪＲ奈良線複線化・高速化整備事業 新

沿線市町、JRと連携

◆防災、医療、観光など広域的な行政課題に関し、参加府県と
連携して事業を実施

関西広域連合分担金

関西連携
35

３１２百万円

６百万円

３０百万円

１０４百万円
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元気な京都づくりに邁進元気な京都づくりに邁進


